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欧州委、経済安全保障を強化するための5つのイニシアチブを公表 商事法務ポータル 2024年2⽉
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⽶財務省 CFIUS2022年次報告書を公表 商事法務ポータル 2023年8⽉
英⽂M&Aドラフティングの基礎 ⼀般社団法⼈⾦融財政事情研究会 2023年4⽉
グローバル法務：⽇本企業が対応すべき世界の経済安全保障と⼈権の課題 会社法務A2Z 2023年1⽉号 2022年12⽉
ケースでわかる実践「中⼩企業の事業再⽣等に関するガイドライン」 中央経済社 2022年10⽉
第2回 ⽶国の経済制裁の基礎知識と実務対応のポイント Business Lawyers（ウェブサイト） 2022年7⽉
外資系企業の⽇本からの撤退が問題となる事案における実務上の留意点 ―ライセンサーである海外親会社が法的倒産⼿続に⼊った
場合の想定事例を題材として― 季刊 事業再⽣と債権管理2022年7⽉5⽇号（夏号・177号）

2022年7⽉

【経済安全保障・通商】ウクライナ情勢に係る⽶国のロシアに対する経済制裁の概要 AMTニュースレター 2022年4⽉
Key Developments and Latest Trends in Japan The International Insolvency & Restructuring Review 2022/23 2022年4⽉
ギリシャの倒産⼿続の概要 事業再⽣と債権管理 冬号 2022年1⽉
General overview of and recent developments in Japanese rescue-type insolvency proceedings Insolvency and Restructuring

International - October 2021

2021年11⽉

著書・論⽂等

/publications/detail/publication_0028021_ja_001
/publications/detail/publication_0027967_ja_001
/publications/detail/publication_0027916_ja_001
/publications/detail/publication_0027919_ja_001
/publications/detail/publication_0027853_ja_001
/publications/detail/publication_0027863_ja_001
/publications/detail/publication_0027866_ja_001
/publications/detail/publication_0027782_ja_001
/publications/detail/publication_0027672_ja_001
/publications/detail/publication_0027658_ja_001
/publications/detail/publication_0027647_ja_001
/publications/detail/publication_0027654_ja_001
/publications/detail/publication_0027651_ja_001
/publications/detail/publication_0027608_ja_001
/publications/detail/publication_0027473_ja_001
/publications/detail/publication_0027481_ja_001
/publications/detail/publication_0027485_ja_001
/publications/detail/publication_0027096_ja_001
/publications/detail/publication_0027093_ja_001
/publications/detail/publication_0026452_ja_001
/publications/detail/publication_0026104_ja_001
/publications/detail/publication_0025647_ja_001
/publications/detail/publication_0025231_ja_001
/publications/detail/publication_0025218_ja_001
/publications/detail/publication_0024738_ja_001
/publications/detail/publication_0024892_ja_001
/publications/detail/publication_0024220_ja_001
/publications/detail/publication_0023989_ja_001


Restructuring and insolvency in Japan: overview Practical Law -A Thomson Reuters Legal Solution 2021年3⽉
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2024 年2⽉27⽇（⽕）

新興国における市場の混乱とその影響による撤退に備えて：法的・地政学的観点から予測される主な事業中断リスクと、その国・
地域からの撤退または残留判断を含めた⾮常事態時の企業の対応について （共催）Dentons法律事務所、Dentonsグローバル・
アドバイザーズ、アンダーソン・⽑利・友常法律事務所外国法共同事業、⼀般財団法⼈海外投融資情報財団

2024 年2⽉6⽇（⽕）

事業会社のための海外の経済安全保障関連規制の基礎と実務〜⽶国のOFAC規制、再輸出規制、対内・対外投資規制を中⼼に、⽇本
企業が留意すべきポイントを解説〜 （主催）⾦融財務研究会

2023年10⽉31⽇

事例で学ぶJV契約・JVからの撤退の重要ポイント〜増⼤する経済安全保障リスクも踏まえて〜 （主催）⾦融財務研究会 2023年10⽉17⽇
海外危機管理・コンプライアンスの重要ポイント 株式会社ビズアップ総研 2023年4⽉27⽇
事例で学ぶJV契約・JVからの撤退の重要ポイント〜増⼤する経済安全保障リスクも踏まえて〜 （主催）⾦融財務研究会 2023年4⽉26⽇
⽶国の経済制裁・輸出管理の基礎と近時の動向（全4回） （主催）株式会社FRONTEO 2023年2⽉2⽇
事業会社のための⽶国の経済安全保障制度の基礎と実務 （主催）⾦融財務研究会 2022年12⽉1⽇
経済安全保障リスクの現状とIT企業に求められる対策 （主催）新経済連盟 2022年11⽉25⽇
事例で学ぶＪＶ契約・ＪＶからの撤退の重要ポイント （主催）⾦融財務研究会 2022年10⽉26⽇
【有料WEBセミナー】カントリーリスクを踏まえた企業の法務的対応〜ロシア・中国⼤陸と台湾〜 （主催） 株式会社 商事法務 2022年7⽉27⽇
事例で学ぶＪＶ契約・ＪＶからの撤退の重要ポイント 〜出⼝戦略を踏まえた実践的対応策の解説〜 （主催）⾦融財務研究会 2022年3⽉1⽇
事業再⽣のための資⾦調達・M&Aの実務ポイント −資⾦調達・拠出スキームから海外⼦会社の売却までを事例を交えて解説−
（主催）FNコミュニケーションズ

2021年10⽉6⽇

事例で学ぶＪＶ契約交渉・ＪＶからの撤退の重要ポイント 〜出⼝戦略を踏まえた実践的対応策の解説〜 （主催）⾦融財務研究
会

2021年9⽉14⽇

業績不振・経営危機に陥った海外⼦会社への対応に関する法務と実務 〜経営⽀援・撤退等を検討する際の留意点を近時の事例・裁
判例を交えて解説〜 （主催）⾦融財務研究会

2021年7⽉6⽇

事例で学ぶJV契約交渉・JVからの撤退の重要ポイント （主催）⾦融財務研究会 2021年6⽉1⽇
救済型M&Aの実務 〜財務状態が悪化した企業に対するM&A・資⾦⽀援と近時のトレンド〜 （主催）（株）FNコミュニケーショ
ンズ （共催）⾦融ファクシミリ新聞社

2021年5⽉28⽇

ディストレストM＆A実務の基礎 〜財務状態が悪化した⽇本企業・⽶国企業の買収における留意点につき、事例を交えて解説〜
（主催）⾦融財務研究会

2021年3⽉17⽇

事例で学ぶＪＶ契約交渉の重要ポイント 〜出⼝戦略を踏まえた実践的対応策の解説〜 （主催）経営調査研究会 2021年2⽉24⽇
⽶国デラウェア州会社法に基づく⼦会社の設⽴・運営 （主催）経営調査研究会 2020年2⽉21⽇
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ニューヨーク州弁護⼠登録（2017年）

INSOL International

東京弁護⼠会倒産法部
事業再⽣実務家協会(JATP)

事業再⽣研究機構
倒産実務家⽇本協会(JFIP)

全国倒産処理弁護⼠ネットワーク
International Bar Association (IBA)

American Bankruptcy Institute (ABI)

東アジア倒産再建協会
⽇本組織内弁護⼠協会 (JILA)
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